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（総則）

（業務の予定量）

　（１）処理人口 人
　（２）年間総処理水量 ㎥
　（３）１日平均処理水量 ㎥
　（４）主たる建設改良事業 千円

（収益的収入及び支出）

　　収入
　第１款　下水道事業収益 千円
　　第１項　営業収益 千円
　　第２項　営業外収益 千円

　　支出
　第１款　下水道事業費用 千円
　　第１項　営業費用 千円
　　第２項　営業外費用 千円
　　第３項　特別損失 千円
　　第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

102,348千円で補てんするものとする。）

　　収入
　第１款　資本的収入 千円
　　第１項　企業債 千円
　　第３項　補助金 千円
　　第４項　負担金 千円

　　支出 　
　第１款　資本的支出 千円
　　第１項　建設改良費 千円
　　第２項　企業債償還金 千円

547,233
414,731
132,502

（１）予算

502,658
97,791

27,117

497,486

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第１条　令和７年度いの町の下水道事業会計の予算は、次に定めるところに
　よる。

8,009

　　　　令和７年度いの町下水道事業会計予算

948,444

469,309

404,867

2,598
414,731

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

60

429,240

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

219,787

　及び地方消費税資本的収支調整額15,645千円及び当年度分損益勘定留保資金
　（資本的収入額が、資本的支出額に対して不足する額117,993千円は、消費税

1,000

186,600

22,853
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　（１）職員給与費 千円

（一時借入金）

地方公営企
業法適用

証書借入又
は証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後

の利率。

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政
の都合により据置期間
及び償還期限を短縮

し、若しくは繰り上げ
償還し、又は低利に借
り換えすることができ

る。

　次のとおりと定める。

　額は、 千円である。251,833
第９条　健全な企業運営に資するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金

（企業債）

いの町長　池田　牧子

令和７年３月３日提出

起債の方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり
　と定める。

　（１）下水道事業費用のうち、営業費用と営業外費用及び特別損失

1,300

限度額

（他会計からの補助金）

22,217

　流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決
　を経なければならない。

利  率 償還の方法

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

起債の目的

下水道
建設改良

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

185,300

第６条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は

－2－



（２）予算の実施計画

収　　　入 （単位：千円）

予定額 備　考

1 下水道事業収益 502,658

1 営業収益 97,791

1 下水道使用料 91,770

3 雨水処理負担金 5,788

9 その他営業収益 233

2 営業外収益 404,867

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 223,946

5 長期前受金戻入 180,918

8 雑収益 2

支　　　出 （単位：千円）

予定額 備　考

1 下水道事業費用 497,486

1 営業費用 469,309

1 管渠費 510

2 ポンプ場費 5,788

3 処理場費 138,118

4 総係費 31,154

5 減価償却費 293,739

2 営業外費用 27,117

1 支払利息 24,117

2 消費税及び地方消費税 3,000

3 特別損失 60

4 過年度損益修正損 60

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

令和７年度いの町下水道事業会計予算実施計画

目款

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

項

－3－



収　　　入 （単位：千円）

予定額 備　考

1 資本的収入 429,240

1 企業債 186,600

1 下水道事業債 185,300

2 公営企業会計適用債 1,300

3 補助金 219,787

1 国庫補助金 191,900

3 他会計補助金 27,887

4 負担金 22,853

1 他会計負担金 20,000

支　　　出 （単位：千円）

予定額 備　考

1 資本的支出 547,233

1 建設改良費 414,731

1 管渠建設改良費 157,709

2 ポンプ場建設改良費 40,000

3 処理場建設改良費 217,000

4 営業設備費 22

2 企業債償還金 132,502

1 企業債償還金 132,502

款 項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

3
受益者負担金及び
分担金

2,853

－4－



（３）予定キャッシュ・フロー計算書

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 6,257,000

　　　減価償却費 293,739,000

　　　賞与引当金の増減額 0

　　　長期前受金戻入額 △ 180,918,000

　　　支払利息 24,117,000

　　　未収金の増減額 △ 873,142

　　　未払金の増減額 2,771,650

　　　預り金の増減額 0

　　　小計 145,093,508

　　　利息の支払額 △ 24,117,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 120,976,508

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 395,066,863

　　　工事負担金等による収入 2,593,636

　　　国庫補助金等による収入 174,454,545

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 44,478,327

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 173,540,355

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良企業債による収入 186,600,000

　　　建設改良企業債の償還による支出 △ 132,500,645

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 54,099,355

　　資金増加（減少）額 1,535,508

　　資金期首残高 187,125,779

　　資金期末残高 188,661,287

 

令和７年度いの町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日）

－5－



（４）給与費明細書

１ 総  括

(単位：千円、人)

特別職 一般職 報    酬 給    料 手　　当 計

本 損益勘定支弁職員 － 3 － 10,547 6,899 17,446 4,771 22,217

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － 3 － 10,547 6,899 17,446 4,771 22,217

前 損益勘定支弁職員 － 3 － 8,929 5,205 14,134 3,815 17,949

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － 3 － 8,929 5,205 14,134 3,815 17,949

比 損益勘定支弁職員 － 0 － 1,618 1,694 3,312 956 4,268

資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

較 合　　　計 － 0 － 1,618 1,694 3,312 956 4,268

(単位：千円)

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

－ 768 660 160 4,420 600 291

－ 360 636 127 3,400 435 247

－ 408 24 33 1,020 165 44

－
6
－

給         与         費
法定福利費区　　　　　分

職  員  数
合    計

区 分

手 当 の 内 訳

本 年 度

前 年 度

比 較



　

ア 会計年度任用企業職員以外の職員

(単位：千円、人)

特別職 一般職 報    酬 給    料 手　　当 計

本 損益勘定支弁職員 － 3 － 10,547 6,899 17,446 4,771 22,217

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － 3 － 10,547 6,899 17,446 4,771 22,217

前 損益勘定支弁職員 － 3 － 8,929 5,205 14,134 3,815 17,949

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － 3 － 8,929 5,205 14,134 3,815 17,949

比 損益勘定支弁職員 － 0 － 1,618 1,694 3,312 956 4,268

資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

較 合　　　計 － 0 － 1,618 1,694 3,312 956 4,268

(単位：千円)

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

－ 768 660 160 4,420 600 291

－ 360 636 127 3,400 435 247

－ 408 24 33 1,020 165 44

　
－
7
－

区　　　　　分
職  員  数 給         与         費

手 当 の 内 訳

本 年 度

前 年 度

比 較

法定福利費 合    計

区 分



イ 会計年度任用企業職員

(単位：千円、人)

特別職 一般職 報    酬 給    料 手　　当 計

本 損益勘定支弁職員 － － － － － － － －

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － － － － － － － －

前 損益勘定支弁職員 － － － － － － － －

年 資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

度 合　　　計 － － － － － － － －

比 損益勘定支弁職員 － － － － － － － －

資本勘定支弁職員 － － － － － － － －

較 合　　　計 － － － － － － － －

(単位：千円)

管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

 
－
8
－

給         与         費
法定福利費 合    計

区 分

手 当 の 内 訳

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　　　分
職  員  数



２ 給料及び手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 1,618 640 給料表の改定 640  給与改定の状況

1.91%

R7.4.1

4.78%

R6.4.1

191 平均昇給率 1.84 %

787 会計間異動 787 職員数の異動状況

区    分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3 人 － 3 人 

前年度 3 人 － 3 人 

増　減 － － －

採用・退職の状況

採　用 退　職

－ －

－ －

－ －

手　　当 1,694 666 期末勤勉 93 

扶養 408 

児童 165 

1,028 通勤 33 

時間外 44 　

期末勤勉 927 

住居 24 

備                                考

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

  本年度
 給料の改定率

 給与改定実施時期

 給料の改定率

　
－
9
－

 給与改定実施時期　　　　　　

令 和 7 年 度

令 和 6 年 度

  前年度

区 分

令 和 5 年 度

区   分 説       明

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分

昇 給 に 伴 う 増 加 分



３ 給料及び手当の状況

  ⑴  職員一人あたりの給与

  ⑵  初  任  給

 
－
1
0
－

区 分 行 政 職 ( 円 )

高 校 卒

一 般 会 計 の 制 度

188,000 188,000

行 政 職 （ 円 ）

行   政   職

大 学 卒 220,000 220,000

平均給 料月 額 (円 )

区                                         分

平均給 料月 額 (円 ) 292,967

令 和 6 年 4 月 1 日 298,037

361,790

37.0

令 和 7 年 4 月 1 日

248,000

平均給 与月 額 (円 )

平 均 年 齢 ( 歳 )

平 均 年 齢 ( 歳 ) 31.5

平均給 与月 額 (円 )



  ⑶  級 別 職 員 数

職員数(人)

－

1

1

1

　

3 　

　

　 　

　 　 　

3

　

（級別の基準となる職務）

 
－
1
1
－

２級

－

100.0

－

１級

行 政 職 課    長 課長補佐 主    監 係長･主幹 主事･技師 主事･技師

区 分 ６級 ５級 ４級 ３級

－

２級 66.71

2令和6年4月1日

４級

３級 33.3

１級 －

計

－

－

６級 －

５級 －

－ －

計

１級

100.0

33.4

３級 33.3

２級

－

区 分
行 政 職

級 構成比(％)

－

－

６級

33.3

５級

４級

令和7年4月1日



  ⑷  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人) 　

８号給 (人)

(％) 　

(Ａ) (人) 　 　

(Ｂ) (人) 　

２号給 (人) 　

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人) 　

(％)

  ⑸  特殊勤務手当

代表的な特殊勤務手当の名称 －

－
1
2
－

給料総額に対する比率（％） － －

支給対象職員の比率（％）
（令和7年4月1日現在）

－ －

支給対象職員１人あたり平均支給月額（円） － －

区                   分 全　職　種
代表的な職種

行　政　職

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) － －

前
年
度

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

－ －

－ －

3 3

－ －

－ －

0 0

－

－ －

3 3

3 3

本
年
度

職 員 数 3 3

号 給 数 別 内 訳

区                   分 合      計

昇 給 に 係 る 職 員 数

－

－

行政職

－

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) 100.0 100.0



　

  ⑹ 期末手当・勤勉手当

  ⑺  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　⑻　その他の手当

－
1
3
－

通 勤 手 当 同 －

扶 養 手 当 同

最高限度

住 居 手 当 同 －

支 給 率 等

－

24.586875  

定年前早期退職

そ の 他 の
区　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者

（月分）（月分） 加 算 措 置 等

特 例 措 置

(2%～20%加算)

33.27075  47.709 47.709

24.586875  

区 分
一般会計の制度
と の 異 同

差 異 の 内 容

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

33.27075  47.709 47.709

定年前早期退職

特 例 措 置

(2%～20%加算)

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

（月分）

4.600

前　 年　 度 2.250

一般会計の制度 2.300 2.300

2.350

35年勤続の者

（月分）
備　　　　　考

4.600 3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

備　　考
6月分(月分) 12月分(月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

2.300 4.600本　 年　 度 2.300 3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

区　　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 ､ 職 務 の



事              項 限度額 一  般

年  度 金  額 年  度 金  額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 財  源

323,015 4～6 193,446 7～8 129,569 129,569 

-
　
1
4
　
-

汚 水 処 理 事 業 包 括 的 民 間 委 託

（５）債務負担行為に関する調書

(単位：千円)

前年度末迄の支出 当 該 年 度 以 降 左     の     財     源     内     訳

 (見込)額 の 支 出 予 定 額 特      定      財      源



（６）予定損益計算書及び予定貸借対照表（前年度分）

82,881,000

5,839,000

173,000 88,893,000

0

5,319,000

129,024,000

26,577,000

285,965,000 446,885,000

　営業損失金額 △ 357,992,000

0

229,828,000

171,824,000

2,000 401,654,000

22,364,000

9,062,000 31,426,000 370,228,000

　経常利益金額 12,236,000

111,000

2,339,000 2,450,000 △ 2,450,000

　当年度純利益 9,786,000

　前年度繰越利益剰余金 0

  当年度未処分利益剰余金 9,786,000

２　営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

令和６年度いの町下水道事業予定損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

（１）使用料収益

（２）その他営業収益

（２）雑支出

（３）雨水処理負担金

５　特別損失

（１）過年度修正損

（２）その他特別損失

（２）他会計補助金

（３）長期前受金戻入

（４）雑収益

４　営業外費用

（１）支払利息

（３）処理場費

（４）総係費

（５）減価償却費

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金
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　　　　　　　　　　　資　　産　　の　　部
　　　　　　　（単位：円）

632,659,353

692,375,796

△361,735,534 330,640,262

11,118,232,469

△5,823,611,863 5,294,620,606

4,089,152,188

△2,974,466,242 1,114,685,946

972,000

△923,400 48,600

19,114,409

△18,158,690 955,719

255,782,926

7,629,393,412

7,629,393,412

187,125,779

10,063,039

197,188,818

7,826,582,230

　（２）未収金

　　　流動資産合計

　　　資産合計

　（１）現金預金

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

２　流動資産

　　ホ　車輌及び運搬具

　令和６年度いの町下水道事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日現在見込）

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額
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 　　 　　　　　　　　負　　債　　の　　部

1,797,495,457

1,797,495,457

70,000

70,000

1,797,565,457

132,500,645

132,500,645

8,058,590

1,776,000

1,776,000

142,335,235

9,769,121,969

△ 5,782,042,824

3,987,079,145

5,926,979,837

　　　　　　　　　　　資　　本　　の　　部

1,566,663,868

188,652,026

29,667,584

1,264,346

79,244,909

24,323,660

323,152,525

0

0

0

9,786,000

0

9,786,000

332,938,525

1,899,602,393

7,826,582,230　　　負債・資本合計

　　ニ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　当年度純利益

６　資本金

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ニ　他会計補助金

　　ホ　受贈財産評価額

　　　資本剰余金合計

　（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　利益積立金

　　　負債合計

　　ロ　県補助金

　　ハ　負担金

　　　流動負債合計

５　繰延収益

　　　長期前受金

　　　繰延収益合計

　（３）引当金

　　イ　賞与等引当金

　　　引当金合計

　　　長期前受金収益化累計額

　（２）未払金

　　　企業債合計

　（２）その他固定負債

　　イ　担保金

　　　その他固定負債　合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債

　　　企業債合計

　　　　充てるための企業債

３　固定負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

－17－



（７）注記事項（前年度分）

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産

　　　・定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　９～５０年

　　　　構築物　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　　工具器具及び備品　　２～１５年

　　　　車輌及び運搬具　　　　　　５年

　（２）引当金の計上基準

　　　　賞与引当金

　　　・職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度の負担に属する額を計上。

　（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　・税抜方式

２　予定貸借対照表に関する注記

　　一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内

　　　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は

　　　　92,885,057円である。

会計に関する書類における注記
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３　セグメント注記

　（１）下水道事業会計は、公共下水道事業および農業集落排水事業を運営しており、

　　　　各事業でセグメント報告する。

　　　　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分

公共下水道事業
（汚水）

公共下水道事業
（雨水）

農業集落排水事業

天王地区
汚水処理施設事業

　（２）報告セグメントの事項

　　　（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

項目
公共下水道

事業（汚水）
公共下水道

事業（雨水）
農業集落
排水事業

天王地区汚水
処理施設事業

営業収益 59,561 5,839 5,752 17,738

営業費用 363,331 31,594 32,491 19,469

営業損益 △ 303,770 △ 25,755 △ 26,739 △ 1,731

営業外収益 337,138 26,275 35,068 3,173

営業外費用 27,200 520 3,706 0

経常損益 6,168 0 4,623 1,442

事業の内容

公共下水道事業における区域内の汚水を処理する事業

公共下水道事業における区域内の雨水を排除する事業

天王地区の汚水を処理する事業

農業集落排水事業における区域内の汚水を処理する事業
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（８）予定損益計算書及び予定貸借対照表（本年度分）

83,428,000

5,788,000

233,000 89,449,000

465,000

5,273,000

125,615,000

30,383,000

293,739,000 455,475,000

　営業損失金額 △ 366,026,000

1,000

223,946,000

180,918,000

2,000 404,867,000

24,117,000

8,411,000 32,528,000 372,339,000

　経常利益金額 6,313,000

56,000

0 56,000 △ 56,000

　当年度純利益 6,257,000

　前年度繰越利益剰余金 9,786,000

  当年度未処分利益剰余金 16,043,000

（２）雨水処理負担金

（３）長期前受金戻入

（５）減価償却費

（１）支払利息

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）処理場費

（４）総係費

（３）その他の営業収益

２　営業費用

（２）雑支出

（２）他会計補助金

（４）雑収益

４　営業外費用

５　特別損失

（１）過年度修正損

（２）その他特別損失

令和７年度いの町下水道事業予定損益計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

（単位：円）

１　営業収益

（１）使用料収益
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　　　　　　　　　　　資　　産　　の　　部
　　　　　　　（単位：円）

632,659,353

692,375,796

△373,514,534 318,861,262

11,266,414,287

△6,023,746,863 5,242,667,424

4,511,654,369

△3,056,291,242 1,455,363,127

972,000

△923,400 48,600

19,114,409

△18,158,690 955,719

80,165,790

7,730,721,275

7,730,721,275

188,661,287

10,936,181

199,597,468

7,930,318,743

　（２）未収金

　　　流動資産合計

　　　資産合計

　（１）現金預金

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　工具器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　ト　建設仮勘定

　　　有形固定資産合計

　　　固定資産合計

２　流動資産

　　ホ　車輌及び運搬具

　令和７年度いの町下水道事業予定貸借対照表

（令和8年3月31日現在見込）

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ハ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額
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 　　 　　　　　　　　負　　債　　の　　部

1,863,998,440

1,863,998,440

70,000

70,000

1,864,068,440

120,097,017

120,097,017

10,830,240

1,776,000

1,776,000

132,703,257

9,990,648,477

△ 5,962,960,824

4,027,687,653

6,024,459,350

　　　　　　　　　　　資　　本　　の　　部

1,566,663,868

188,652,026

29,667,584

1,264,346

79,244,909

24,323,660

323,152,525

0

0

0

6,257,000

9,786,000

16,043,000

16,043,000

339,195,525

1,905,859,393

7,930,318,743　　　負債・資本合計

　　　前年度繰越利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金

　　　利益剰余金合計

　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　当年度純利益

６　資本金

７　剰余金

　（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ロ　県補助金

　　ホ　受贈財産評価額

　　　資本剰余金合計

　（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　利益積立金

　　ハ　負担金

　　ニ　他会計補助金

　　　負債合計

　（３）引当金

　　イ　賞与等引当金

　　　引当金合計

　　　流動負債合計

５　繰延収益

　　　長期前受金

　　　繰延収益合計

　　　長期前受金収益化累計額

　（２）未払金

　　　企業債合計

　　　その他固定負債　合計

　　　固定負債合計

４　流動負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　　　充てるための企業債

　　企業債合計

　（２）その他固定負債

　　イ　担保金

　　　　充てるための企業債

３　固定負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

－21－



（９）注記事項（本年度分）

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産

　　　・定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　　９～５０年

　　　　構築物　　　　　　１０～６０年

　　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　　工具器具及び備品　　２～１５年

　　　　車輌及び運搬具　　　　　　５年

　（２）引当金の計上基準

　　　　賞与引当金

　　　・職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度の負担に属する額を計上。

　（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　・税抜方式

２　予定貸借対照表に関する注記

　　一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内

　　　　に償還予定のものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は

　　　　84,424,997円である。

会計に関する書類における注記
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３　セグメント注記

　（１）下水道事業会計は、公共下水道事業および農業集落排水事業を運営しており、

　　　　各事業でセグメント報告する。

　　　　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分

公共下水道事業
（汚水）

公共下水道事業
（雨水）

農業集落排水事業

　（２）報告セグメントの事項

　　　（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

項目
公共下水道

事業（汚水）
公共下水道

事業（雨水）
農業集落
排水事業

営業収益 77,817 5,788 5,844

営業費用 389,929 31,353 34,193

営業損益 △ 312,112 △ 25,565 △ 28,349

営業外収益 344,797 26,080 33,990

営業外費用 28,634 515 3,379

経常損益 4,051 0 2,262

４　その他の注記

　（１）引当金の取崩し

　　　　当年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 1,775,476円を

　　　　取り崩す予定である。

事業の内容

公共下水道事業における区域内の汚水を処理する事業

公共下水道事業における区域内の雨水を排除する事業

農業集落排水事業における区域内の汚水を処理する事業

－23－



(９）予算説明資料

収　益　的　収　入 （単位：千円）

金　　額

1 下水道事業収益 502,658 509,131 △ 6,473

1 営業収益 97,791 100,571 △ 2,780

1 下水道使用料 91,770 94,559 △ 2,789 1 下水道使用料 91,770 下水道使用料 85,343

農業集落排水施設使用料 6,427

3 雨水処理負担金 5,788 5,839 △ 51 1 雨水処理負担金 5,788 雨水処理に係る一般会計負担金

9 その他営業収益 233 173 60 2 手数料 233 指定業者申請手数料 210

責任技術者登録手数料 5

督促手数料 1

検査手数料 17

2 営業外収益 404,867 408,560 △ 3,693

1 受取利息及び配当金 1 0 1 2 預金利息 1 利息

2 他会計補助金 223,946 226,363 △ 2,417 1 一般会計補助金 223,946

5 長期前受金戻入 180,918 182,195 △ 1,277 1 長期前受金戻入 180,918

8 雑収益 2 2 0 3 延滞金 1

9 その他雑収益 1 雑入

－
2
4
－

節

令 和 ７ 年 度 い の 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 収 益 費 用 明 細 書

款　　　　　項 説　　　　　　　　明
区　　　　　分

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目 本　年　度 前　年　度 比　　較



収　益　的　支　出 （単位：千円）

金　　額

1 下水道事業費用 497,486 499,808 △ 2,322

1 営業費用 469,309 470,985 △ 1,676

1 管渠費 510 0 510 12 備消品費 10 管渠維持消耗品等

22 修繕費 500 管渠修繕

2 ポンプ場費 5,788 5,839 △ 51 12 備消品費 30 消耗品

13 燃料費 174 重油

17 通信運搬費 14 電話料

19 委託料 3,595 自家発電装置保守 86

消防設備保守 19

排水機場保守 2,442

ポンプ樋門管理 1,048

20 手数料 50 地下埋設管等機密検査手数料

22 修繕費 800 相生ポンプ場修繕費

27 動力費 1,050 相生ポンプ場電気料

38 保険料 75 相生ポンプ場火災保険

3 処理場費 138,118 141,861 △ 3,743 12 備消品費 70 消耗品

17 通信運搬費 536 処理場通報装置等通信費

19 委託料 123,391 浄水苑電気工作物保守 389

浄水苑維持管理委託 96,826

浄水苑消防設備保守 92

浄水苑汚泥処分 12,936

浄水苑水質試験・分析 2,970

浄水苑草刈り 403

天王処理場草刈り 541

農集施設維持管理 7,979

農集草刈り 50

農集水質分析 1,205

20 手数料 4,776 農集し尿処理費 4,740

浄化槽検査手数料 36

－
2
5
－

説　　　　　　　　明
区　　　　　分

款　　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節



収　益　的　支　出 （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　明

区　　　　　分
款　　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較

節

22 修繕費 5,500 伊野浄水苑修繕 4,500

農業集落排水施設修繕 1,000

27 動力費 3,368 電気料 3,276

水道料 92

38 保険料 477 火災保険

4 総係費 31,154 23,171 7,983 1 給料 10,547 一般職（３人）

2 手当 5,426 扶養 768

通勤 160

住居 660

期末勤勉 2,947

時間外勤務 291

児童 600

3 賞与引当金繰入額 1,776 期末勤勉手当分 1,473

法定福利費分 303

6 法定福利費 4,468 共済組合 3,179

共済組合（追加） 149

旧恩給組合 1

互助会 62

公務災害 22

退職手当負担金 1,055

8 旅費 164 研修旅費

10 報償費 314 受益者負担金前納報奨金

12 備消品費 658 事務用品

13 燃料費 40 公用車ガソリン

15 印刷製本費 93 納付書封筒印刷

17 通信運搬費 426 郵送料

19 委託料 5,044 公営企業会計システム保守 700

公営企業会計アドバイザリ委託 605

帳票印刷 690

下水道台帳システム更新 3,049

－
2
6
－



収　益　的　支　出 （単位：千円）

金　　額
説　　　　　　　　明

区　　　　　分
款　　　　　項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較

節

20 手数料 574 口座振替手数料 385

振込手数料 62

コンビニ収納手数料 101

公用車点検手数料 17

危険物取扱者試験等手数料 9

21 賃借料 1,200 駐車場使用料 3

高速通行料 15

通信回線使用料 4

台帳システム使用料 550

積算システム使用料 628

22 修繕費 19 量水器維持修繕工事 10

公用車修繕 9

34 研修費 199

37 会費負担金 198 下水道協議会負担金 103

農集協議会負担金 40

全国促進大会負担金 35

水洗便所利子補給 20

38 保険料 8 任意保険料

5 減価償却費 293,739 300,114 △ 6,375 1 有形固定資産減価償却費 293,739 建物 11,779

構築物 200,135

機械及び装置 81,825

2 営業外費用 27,117 25,364 1,753

1 支払利息 24,117 22,364 1,753 1 企業債利息 24,117 企業債利子償還金

2 消費税及び地方消費税 3,000 3,000 0 1 消費税及び地方消費税 3,000 消費税納付金

3 特別損失 60 2,459 △ 2,399

4 過年度損益修正損 60 120 △ 60 1 過年度損益修正損 60 過誤納還付金

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1 予備費 1,000

－
2
7
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資　本　的　収　入 （単位：千円）

金　　額

1 資本的収入 429,240 414,182 15,058

1 企業債 186,600 181,300 5,300

1 下水道事業債 185,300 179,800 5,500 1 下水道事業債 185,300 汚水管渠布設工事 75,000

汚水管渠改築工事 20,000

取付管工事 2,000

通報装置更新工事 2,500

伊野浄水苑の建設工事委託に

関する協定 85,100

農集取付道設置工事 700

2 公営企業会計適用債 1,300 1,500 △ 200 1 公営企業会計適用債 1,300 会計支援委託 605

会計システム保守 695

3 補助金 219,787 231,311 △ 11,524

1 国庫補助金 191,900 198,700 △ 6,800 1 国庫補助金 191,900 社会資本整備総合交付金 50,500

防災・安全交付金 141,400

3 他会計補助金 27,887 32,611 △ 4,724 1 一般会計補助金 27,887

4 負担金 　 22,853 1,571 21,282

1 他会計負担金 20,000 0 20,000 1 雨水処理負担金 20,000

3 2,853 1,571 1,282 1 2,853 下水道受益者負担金 2,753

農集分担金 100

区　　　　　分
比　　較

受益者負担金及び
分担金

本　年　度 前　年　度

受益者負担金及び
分担金

－
2
8
－

資 本 的 収 入 及 び 支 出

説　　　　　　　　明款　　　　　項 目
節



資　本　的　支　出 （単位：千円）

金　　額

1 資本的支出 547,233 541,619 5,614

1 建設改良費 414,731 402,690 12,041

1 管渠建設改良費 157,709 272,000 △ 114,291 32 工事請負費 157,709 汚水管渠布設工事 120,000

汚水管渠改築工事 30,000

通報装置更新工事 5,000

取付管工事 2,000

農集取付道設置工事 709

2 ポンプ場建設改良費 40,000 0 40,000 19 委託料 40,000 相生ポンプ場再構築基本設計

3 処理場建設改良費 217,000 130,650 86,350 19 委託料 217,000 下水道全体計画見直し委託 11,000

ストマネ計画技術援助 24,000

伊野浄水苑の建設工事委託に

関する協定 182,000

4 営業設備費 22 40 △ 18 3 機械設備購入費 22 量水器購入費

2 企業債償還金 132,502 138,929 △ 6,427

1 企業債償還金 132,502 138,929 △ 6,427 1 企業債償還金 132,502 公共下水道企業債償還元金 111,405

農集企業債償還元金 21,097

本　年　度

 
 
－
2
9
－

説　　　　　　　　明款　　　　　項 目
区　　　　　分

比　　較前　年　度
節



空白


